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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第１四半期
連結累計期間

会計期間
自 2023年６月１日
至 2023年８月31日

売上高 (千円) 4,662,743

経常損失(△) (千円) △296,184

親会社株主に帰属する四半期純損失(△) (千円) △208,202

四半期包括利益 (千円) △202,628

純資産額 (千円) 2,988,173

総資産額 (千円) 15,688,209

１株当たり四半期純損失(△) (円) △53.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

自己資本比率 (％) 19.0

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失であることから、記載しておりません。

３．2024年４月15日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第４期の期首に当該株式

併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行などによる経済

活動の正常化を受け、景気は緩やかな回復を続けております。一方で、欧米や中国を中心とした海外の景気減退の

可能性や、円安や原油価格の高止まり等に伴う燃料や原材料価格の高騰、及びロシアのウクライナ侵攻等の地政学

的リスクの高まり等により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの主たる事業である住宅・不動産業界におきましては、国土交通省発表による全国の新設住宅着工

戸数（出典：国土交通省 建築着工統計調査）の「持家」では2021年12月以降は対前年比マイナスの推移が続いて

おり、資源や原材料価格の上昇による影響が引き続きみられております。

当社グループでは前連結会計年度に引き続き、デジタルマーケティングを展開して関心の高い顧客層へ当社グル

ープの情報を到達させるとともに、住宅購入を検討中の潜在層へ幅広くアプローチする効率的な集客を行い、積極

的に取り込んでまいりました。

その結果、売上高は4,662,743千円、販売費及び一般管理費は1,091,656千円、営業損失は287,314千円、経常損失

は296,184千円、税金等調整前四半期純損失は300,301千円、親会社株主に帰属する四半期純損失は208,202千円とな

りました。なお、当社は単一セグメントのため、セグメント別の記載は省略いたします。

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産の合計は、15,688,209千円と前連結会計年度末比995,587千円増加とな

りました。

流動資産は11,652,259千円と前連結会計年度末比606,389千円増加となりました。主な要因としては未成工事支出

金及び販売用不動産が増加し、現金及び預金、仕掛販売用不動産が減少したためであります。

固定資産は4,035,949千円と前連結会計年度末比389,197千円増加となりました。主な要因としては有形固定資産

のその他に含まれる建設仮勘定が増加したためであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債の合計は、12,700,036千円と前連結会計年度末比1,198,216千円増加と

なりました。

流動負債は10,430,537千円と前連結会計年度末比1,651,707千円増加となりました。主な要因としては未成工事受

入金が増加し、工事未払金及び預り金が減少したためであります。

固定負債は2,269,498千円と前連結会計年度末比453,490千円減少となりました。主な要因としては長期借入金が

減少したためであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の合計は、2,988,173千円と前連結会計年度末比202,628千円減少と

なりました。主な要因としては利益剰余金が減少したためであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

（注）2024年４月15日開催の臨時株主総会決議により、2024年４月15日付で株式併合に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は84,600,000株減少し、15,400,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年５月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,580,660 3,858,066 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は100株であります。

計 38,580,660 3,858,066 ― ―

(注) １．2024年４月15日開催の臨時株主総会決議により、2024年４月15日付で10株を１株に株式併合いたしました。

これにより株式数は34,722,594株減少し、発行済株式総数は3,858,066株となりました。

２．2024年４月15日開催の臨時株主総会決議により、2024年４月15日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年８月31日 － 38,580,660 － 39,005 － 610,005

（注）2024年４月15日をもって10株を１株に株式併合し、これに伴い発行済株式総数が34,722,594株減少しておりま

す。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,580,660
38,580,660 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 38,580,660 ― ―

総株主の議決権 ― 38,580,660 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省第14号）に準じて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2023年６月１日から2023年８月31日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2023年６月１日から2023年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当期新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年

同四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,952,471

完成工事未収入金等 18,965

販売用不動産 3,889,204

仕掛販売用不動産 688,331

未成工事支出金 2,571,565

原材料及び貯蔵品 37,662

その他 494,058

流動資産合計 11,652,259

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 825,203

土地 1,250,345

その他 450,164

有形固定資産合計 2,379,784

無形固定資産

のれん 1,197,582

その他 56,578

無形固定資産合計 1,254,161

投資その他の資産

繰延税金資産 318,748

その他 83,255

投資その他の資産合計 402,004

固定資産合計 4,035,949

資産合計 15,688,209
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 1,748,791

短期借入金 2,028,897

１年内返済予定の長期借入金 444,294

未払金 418,808

未払法人税等 45,996

未成工事受入金 4,923,886

預り金 405,420

完成工事補償引当金 316,329

その他 98,112

流動負債合計 10,430,537

固定負債

長期借入金 2,136,043

繰延税金負債 16,683

退職給付に係る負債 31,217

資産除去債務 81,065

その他 4,489

固定負債合計 2,269,498

負債合計 12,700,036

純資産の部

株主資本

資本金 39,005

資本剰余金 1,466,005

利益剰余金 1,472,005

株主資本合計 2,977,015

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 11,157

その他の包括利益累計額合計 11,157

純資産合計 2,988,173

負債純資産合計 15,688,209
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

売上高 4,662,743

売上原価 3,858,402

売上総利益 804,341

販売費及び一般管理費 1,091,656

営業損失（△） △287,314

営業外収益

受取利息及び配当金 117

利子補給金 897

その他 2,676

営業外収益合計 3,691

営業外費用

支払利息 10,682

為替差損 702

その他 1,176

営業外費用合計 12,561

経常損失（△） △296,184

特別損失

固定資産除却損 1,900

和解金 2,217

特別損失合計 4,117

税金等調整前四半期純損失（△） △300,301

法人税等 △92,098

四半期純損失（△） △208,202

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △208,202
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

四半期純損失（△） △208,202

その他の包括利益

為替換算調整勘定 5,573

その他の包括利益合計 5,573

四半期包括利益 △202,628

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 △202,628

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

保証債務

顧客について、金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

当第１四半期連結会計期間
(2023年８月31日)

住宅購入者のためのつなぎ融資に対
する債務保証

7,019,293千円

(四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動

当第１四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

当社グループは、通常の営業形態として、工事の完成・物件の引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多く

なるといった季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

減価償却費 19,041千円

のれんの償却額 27,956千円

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、住宅販売事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいことから、セグ

メント情報の記載を省略しております。

(企業結合等関係)

（企業結合に係る条件付取得対価の会計処理）

当第１四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

2022年５月に行われた当社による株式会社GALLERY HOUSEの株式取得について、当第１四半期連結会計期間におい

て条件付取得対価の支払が確定したことにより、条件付取得対価の支払額を取得原価として取得時に発生したもの

とみなし、追加的にのれんを認識しました。

１．追加的に認識した取得原価（のれん認識額） 70,000千円

２．追加的に認識したのれんの償却額 5,833千円

３．償却方法及び償却期間 15年間にわたる均等償却

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2023年８月31日)

(単位：千円)

合計

工事請負契約 2,879,970

不動産販売契約 1,713,569

その他顧客との契約から生じた収益 （注）１ 62,647

顧客との契約から生じる収益 4,656,187

その他の収益 （注）２ 6,556

外部顧客への売上高 4,662,743

（注）１．「その他顧客との契約から生じた収益」は、手数料収入等であります。

２．「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入であ

ります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2023年８月31日)

１株当たり四半期純損失 53円97銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(千円) 208,202

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(千円)

208,202

普通株式の期中平均株式数(株) 3,858,066

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失であることから、記載しておりませ

ん。

２．当社は、2024年４月15日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。当連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失を算定しております。
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(重要な後発事象)

（剰余金の配当（特別配当））

当社は、2024年３月27日開催の臨時株主総会決議により、同日を基準日及び効力発生日として、資本剰余金及び

利益剰余金を原資とする当社普通株式１株につき38,580,660分の1,000,000,000円に相当する額の現金配当を実施い

たしました。この結果、資本剰余金103,329千円、利益剰余金896,670千円及び純資産1,000,000千円が減少しており

ます。

（株式併合）

当社は、2024年４月15日開催の臨時株主総会決議により、株式上場にあたり株価を適正な水準へ調整するため、

次の株式併合を行っております。

１．株式併合の割合及び時期

2024年４月15日をもって同日最終の株式名簿に記録された株主の所有株式数を10株に付き１株の割合をもって

併合しております。

２．併合により減少する株式数

普通株式 34,722,594株

３．株式併合の効力発生日

2024年４月15日

４．１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映されております。

（単元株制度の採用）

当社は、2024年４月15日開催の臨時株主総会決議により、2024年４月15日付で１単元を100株とする単元株制度を

採用しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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